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1月 16日の中央環境審議会地球環境部会会合には、先に決まっておりました用務のため、
出席することができません。部会における議事（4）「フロン類の廃棄時回収率向上に向け
た現状と今後の対応について」に関して、次の通り意見を提出いたします。 
 
1.	 フロン類の廃棄時回収率向上に向けた対策強化の重要性・必要性 
	 ・日本の温室効果ガス排出量は、2011年の東日本大震災後、2013年をピークに 2014年、
2015年、2016年、そして 2017年（速報値）と減少している。省エネルギーの進展と再生
可能エネルギー導入の拡大によるエネルギー起源のCO2排出量の減少が大きく貢献してい
る。他方、資料 4の図表が示しているように、2005年以降代替フロン類の排出が増大し続
けている。日本の 2030年温室効果ガス削減目標（2013年比 26％削減）に向けて対策を強
化している中で、エネルギー分野における官民あげての削減努力の結果を代替フロン類の

排出増が相殺している状況であることを明確に認識し、代替フロン類の排出削減策を抜本

的に強化することが必要である。そうした理由から、資料 4で示されている対策強化の方
向性については、その第一歩として基本的に賛同したい。 
 
2.	 上流対策（温暖化に寄与するフロン類の使用の削減と代替への転換）の強化・加速化を
早急に検討すべき 
	 ・一度市場に出たフロン類の回収には、行政コストを含め実に多大な労力とコストがか

かる。それゆえ、製品・排出源ごとに検討し、代替がないものの研究開発を促進するとと

もに、すでに温暖化への寄与がない/小さい代替物質・技術への転換が可能なものについて
は、規制、補助金などあらゆる手法を使って、できる限り速やかに代替への転換をはかる

ことが急務である。 
・温暖化に寄与するフロン類の代替を促進することは、本来この分野で高い技術力を有す

る日本企業の成長のための市場環境を整え、国際展開を後押しすることにもなる。 
・COP24では、パリ協定の下で、世界的な対策の強化をめざして、2020年までに 2030
年目標の再検討と再提出を行うことがあらためて日本にも要請されていることもふまえ、

上流対策（温暖化に寄与するフロン類の使用の削減と代替への転換）の強化・加速化の検

討を早急に開始することを強く要望したい。 
 

以上 


